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COVID-19 が企業の研究開発活動に及ぼした影響分析 

民間企業の研究活動に関する調査結果より 
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要旨 

本報告では新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）が、企業の研究開発活動に及ぼした影響

について議論する。COVID-19 は売上減少に伴う研究費の削減、サプライチェーンの混乱、研究環境へ

の物理的アクセス制限等を通じて、企業の研究開発活動に影響を及ぼしたと考えられる。 

「民間企業の研究活動に関する調査」（最新の報告は[1]）では、2020 年度〜2022 年度実施分にお

いて、COVID-19 に対応するための研究開発方針の変化に関する設問を追加した。COVID-19 前後を含む

6年分のパネルデータを作成し、企業の研究開発活動に及ぼした影響を産業・業種等で分類・集計して

分析した結果を報告する。 
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1. 研究背景 

COVID-19 は 2020 年初頭から感染者が増加し、世界中の経済活動に深刻な影響を及ぼした。各国政

府が感染拡大防止のためにロックダウンや移動制限を実施した結果、多くの産業が停止や縮小を余儀

なくされた[2]。 

COVID-19 感染拡大防止に伴うロックダウンや生産縮小によって企業の営業活動が縮小して売上高が

減少した結果、研究開発費が削減される傾向が見られた[3]。さらにサプライチェーンの混乱によって

研究開発に必要な材料や部品の調達が制限され、研究開発が遅延する事態が生じた[4]。これらは短期

的影響として、2020 年に顕著に発生した。 

また、人的接触を軽減することを目的とした研究室・実験施設への物理的なアクセス制限は研究開

発活動を一時的に停滞させることとなったが[5]、Web 会議システム等を利用したリモートワークに切

り替えたことで、新たなコミュニケーション方法が研究開発現場に導入された [6]。 

COVID-19 はワクチンや感染拡大防止商品等の新たな市場ニーズを生じさせ、特に製薬企業は COVID-

19 関連のテーマに研究開発を集中させる動きが見られた[5][7][8]。 

このように COVID-19 は企業の研究開発活動に対して大きな影響を及ぼしたが、その影響の度合い・

方向性は一様ではない。COVID-19 前後の期間に渡り、COVID-19 が企業の研究開発活動・成果に及ぼし

た影響に関する分析は十分に実施されていない状態である。 

そこで本報告では COVID-19 が日本の民間企業の研究開発に及ぼした影響を明らかにすることを目的

とし、民研調査データの集計・分析を行った。以下に本研究のリサーチクエスチョンを示す。 

 

RRQQ11：：研研究究開開発発活活動動にに CCOOVVIIDD--1199 のの影影響響をを強強くく受受けけたた企企業業ににははどどののよよううなな特特徴徴ががああるるかか。。  

COVID-19 の感染防止・治療に直接貢献する医薬品製造業や、リモートワークなどの業務環境を提供

する情報サービス業は需要の急増に対応したことから、研究開発の方向性の変更や開発を加速させる

活動が行われたと考えられる。一方で社会インフラとなるエネルギー産業や鉄鋼・繊維等の素材産業

は消費者ニーズの変化には影響を受けないため、COVID-19 初期の混乱を除けば大きな変動がなかった

可能性がある。 

RRQQ22：：CCOOVVIIDD--1199 はは日日本本企企業業のの新新製製品品開開発発ににどどののよよううなな影影響響をを及及ぼぼししたたかか。。  

研究開発費の削減によって研究開発活動が抑制されて新製品開発が停滞した企業もある一方、

COVID-19 によって新規需要が急拡大した産業では新製品開発が活性化した企業も存在すると考えられ

る。また、リモートワーク導入によるコミュニケーション様式の変化が研究開発活動を効率化し、新

製品開発に影響を及ぼした可能性がある。 
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2. 研究方法・データ 

NISTEP「民間企業の研究活動に関する調査報告」の個票データを使用してデータセットを作成し

た。本調査は資本金 1億円以上かつ社内で研究開発を行っている企業を対象とし、研究開発活動に関

する質問票調査を実施するものである。設問項目としては対象企業の売上高・従業員数・主要産業等

の基本情報に加え、社内研究開発費・研究開発者採用状況・新製品等の開発状況・知的財産活動・外

部連携・科学技術制度利用状況を尋ねている。 

2020 年調査〜2022 年調査において、COVID-19 に伴って研究開発方針を変更したかを確認するた

め、「研究開発プロジェクトの絞り込み」「外部連携縮小」「新規研究開発プロジェクト立ち上げ」

「新規外部連携実施」の実施の有無を尋ねる質問を追加した。 

「民間企業の研究活動に関する調査」2019 年度〜2024年度調査の個票データを接続し、企業名・法

人番号の名寄せ・修正を行うことで 1,007 社の 6年間（調査対象年度：2018年度〜2023 年度）のパネ

ルデータを作成して集計・分析に用いた。 

 
3. 結果 

COVID-19 影響下における企業の研究開発活動状況 
企業が COVID-19 に対応するために研究開発方針を変化させた 4 項目について、最終消費者向け

（BtoC）と企業等法人向け（BtoB）に分類して実施割合を集計した。実施したと回答した企業の割合

の推移を図 1 に示す。 

 
図図  11  CCOOVVIIDD--1199 へへのの対対応応実実施施割割合合推推移移（（顧顧客客分分類類別別））  

 

COVID-19 によって研究開発活動を変化させていない企業が大半であり、2020 年度においても 64％

の企業が、設問に示した 4 項目のいずれも実施していないことが確認された。 

研究開発方針の変更の中身を見ていくと、研究開発活動を縮小させる動きである「研究開発プロ

ジェクトの絞り込み」「外部連携縮小」の項目については 2020 年度に最も実施割合が高くなり、その

後は急激に実施割合が減少している。一方、研究開発活動を拡大させる動きである「新規研究開発プ

ロジェクト立ち上げ」「新規外部連携実施」については、2022 年度見込みで増加に転じており、研究

開発を縮小させる動きとは対照的となった。 

顧客分類別に実施割合を比較すると、最終消費者向けの事業を行っている企業では「外部連携縮

小」「新規研究開発プロジェクト立ち上げ」「新規外部連携実施」を実施した割合が法人向け事業を

行っている企業よりも高い結果となった。 

国内で緊急事態宣言が発令された 2020 年度に COVID-19 に対応するために研究開発計画の変更を

行ったものの、研究開発活動を縮小させる動きは翌年度には解除され、逆に拡大させる動きが見られ

ている。COVID-19 によって社会生活が大きく変化して最終消費者向けの新規ニーズが生じた結果、

BtoC 企業は 2021 年度以降も新たなテーマでの研究開発・連携を実施する機会が多かったと考えられ

る。 
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次に研究開発のアウトプットとして、新製品・サービスの投入を実現した企業の割合と、企業が新

しいまたは大幅に改善した製品・サービスを投入した件数の推移を図 2 に示す。 

 
図図  22  新新製製品品・・ササーービビススのの投投入入状状況況とと新新製製品品等等投投入入件件数数推推移移  

 

生産工程等の導入の実施割合については、2019 年度から 2023 年度まで新しい生産工程および既存

技術の改善による生産工程の導入割合が横ばいで推移している。COVID-19 の環境下においても効率化

に貢献する研究開発は変わらずに推進していたものと考えられる。 

一方、製品等の投入割合については、新製品開発を実施した割合は 2022 年度まで減少を続け、2023

年度に反転して増加した。既存技術を改良した製品開発を実施した割合は相対的に高い値を維持して

いるものの、微減傾向となっている。新製品等の投入件数は 2020 年度に急減した後、増加に転じた。 

 

COVID-19 に対応する研究開発活動の変化が新製品開発件数に及ぼす影響分析 
COVID-19 が企業の製品開発に及ぼした効果の推定には、企業を単位としたパネル固定効果分析を用

いた。パネル固定効果分析によって、研究開発の能力を含む、時間を通じて変化しない組織固有の要

因をすべてコントロールした。COVID-19 に対応して研究開発方針を変更した企業（処置群）と、変更

しなかった企業（対照群）を、それらの主体の固有の効果を除去して、新製品等投入件数を COVID-19

に対応した研究開発方針変更前後で比較する。 

分析モデルは以下の通りである。被説明変数として新製品等投入件数を用いる。制御変数は年次ダ

ミーと主要業種ダミー、企業規模による影響を示す売上高（対数）である。被説明変数がカウント変

数であるため、負の二項分布モデルを用いて推定を行った。 

それぞれのモデルの主要な説明変数は COVID-19 に対応するための研究開発変更実施ダミーであり、

その係数は研究開発方針変更を実施した効果を示す。研究開発方針の変更が研究開発成果に効果を及

ぼす時期については、ラグが無い場合（表 2 モデル（1）〜（5））と、1年のラグが生じた場合（表 2 

モデル（6）〜（10））で分析を行った。 

表 1 に基本統計量、表 2 にパネルデータの分析結果を示す。 

 

表表  11  変変数数のの基基本本統統計計量量  

 
*：ダミー変数 

  

!"#$"%&D ( %) * D"+ ,-./M1 DO/ * $+ * "3

!"#$%&'()*+ 45S78 V:/8::; </VV:;<; V/=S8<7> VS/=47;;

,-./0123456-0789:;<=>?@-0A* 85:>< </<8;74S <;/:S=8 : V:::
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表表  22  CCOOVVIIDD--1199 にに伴伴うう研研究究開開発発方方針針のの変変更更がが新新製製品品等等投投入入件件数数にに及及ぼぼししたた影影響響  

 
 

説明変数の中で、「新規研究開発プロジェクト立ち上げ」はラグ無およびラグ 1 年の双方で新製

品等投入件数に有意に正の相関を示した。また「外部連携縮小」についてはラグ 1 年で新製品等投入

件数に有意に正の相関を示した結果となった。「研究開発プロジェクトの絞り込み」について、係数

は負の値となったが、統計的には有意とならなかった。 

COVID-19 の状況下において、新規ニーズに対応するために新規研究開発プロジェクトを開始した

企業は当年および翌年の新製品等投入件数が増加したと考えられる。また、外部連携を縮小した企業

において翌年の新製品等投入件数が増加する傾向が認められた。これは COVID-19状況下において研究

開発方針を転換し、既存の研究開発方針で実施していた外部連携を中止して資源を再配分した結果、

新規ニーズに適合することができ、翌年の研究開発成果につながったと推測される。 

 

4. まとめ 

最終消費者向け企業では COVID-19 に応じて研究開発方針を変更した割合が高い傾向が認められた。

生活環境が変化した結果、新しいニーズが生じたことで研究開発方針を見直す必要性があったものと

考えられる。実施した割合は緊急事態宣言が発令された 2020 年度に集中しており、2021 年度以降は研

究開発を縮小させる企業は減少し、新規プロジェクトや外部連携を開始する企業の割合が増加した。

COVID-19 によって企業の研究開発方針を変更した企業は限定的であったが、最終消費者向け企業では

生活環境の変化によって生じた新しいニーズに応えるための製品開発が必要になったと考えられる。 

COVID-19 に応じて新たな研究開発プロジェクトを開始した企業は、当年および翌年の新製品等の投

入件数が増加した。COVID-19 によって新たに生じたニーズに対応するために柔軟に研究開発方針を変

更させることは、新製品開発に貢献したと考えられる。また、COVID-19状況下で外部連携を縮小させ

ることは、研究開発資源の再分配を行った企業と捉えることもできる。そのような企業は翌年の新製

品等の投入件数を増加させており、アフターコロナと呼ばれる状況に対応するために必要な方針変更

であったと考えられる。全体として 2020 年度に社内研究開発費が減少したことで新製品等投入件数が

減少したが、2021 年度以降は社内研究開発費の増加に伴って企業の研究開発活動も活性化した傾向が

認められた。 

COVID-19 が企業の研究開発活動に与えた影響は、生産や物流工程と比較すると限定的であった。パ

ンデミックという想定外の状況において、最終消費者に生じた新規ニーズを捉える新製品開発プロジ

ェクトを開始した企業と、外部連携パートナーの再構築を行って資源の再配分を実施した企業が研究

開発成果を出していることを見出した。 
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